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１．研究の背景と目的  

電気抵抗率は，測定が比較的簡便，非破壊である

ことから，セメント硬化体の塩分浸透性の評価指標

として注目されている．しかしながら，電気抵抗率

と塩化物イオン拡散係数との関連性については整理

が不十分であり，電気抵抗率による塩化物イオン拡

散係数の定量的な推計手法の確立には至っていない．

本研究では，電気抵抗率と塩化物イオン拡散係数の

関係式 1)より推計された塩化物イオン拡散係数と塩

水浸せき試験により得られる塩化物イオンの見掛け

の拡散係数の関係について考察した． 

２．電気抵抗率と塩化物イオン拡散係数の関係式 

直流電流が印加されるセメント硬化体中において，

導電物質は細孔溶液中のイオンのみ，拡散によるイ

オン移動は無視可能と仮定し，オームの法則と

Nernst-Planck 式を組み合わせると，電気抵抗率と塩

化物イオン拡散係数の関係は式(1)のようになる 1)． 

 

(1) 

 

ここに，DCl：塩化物イオン拡散係数 (m2/s)，ρ：電

気抵抗率 (Ω・m)，k ：ボルツマン定数 (= 1.38×10-23 

J/K)，T：絶対温度 (K)，C：イオン濃度 (mol/m3)，  Z：

イオンの価数，Is：イオン強度，F：ファラデー定数 (= 

9.65×104 C/mol)，e：電気素量 (= 1.60×10-19 C)，n：イ

オンの種類， B：工学的絶対移動度 (m N-1 s-1)である．   

本研究では，式(1)を用いて電気抵抗率より算出さ

れる DClを Cl-推計拡散係数（以下，DCl ）と称する．

また，式(1)中の Bn/BCl は理想溶液中の絶対移動度の

比を用いた． 

３．実験概要 

(1) 供試体の配合と作製方法 

供試体はモルタルとし，単位ペースト量が全ての

配合で一定になるようにした．モルタルの示方配合

を表-1 に示す．使用セメントは普通ポルトランドセ

メント(密度：3.15 g/cm3，比表面積：3290 cm2/g)とし，

混和材として高炉スラグ微粉末(密度：2.92 g/cm3，比

表面積：8240 cm2/g，ガラス化率：98 %)，フライア

ッシュ(密度：2.40 g/cm3，表面積：3780 cm2/g)，シリ

カフューム(密度：2.31 g/cm3，比表面積：204000 cm2/g)

を用いた．細骨材は宮城県大和町鶴巣産の山砂(密

度：2.53 g/cm3，吸水率：2.64 %，粗粒率：2.71 %)を

使用した．供試体は JIS R 5201 に準拠して作製し，

20 ℃の水中にて 91 日間の水中養生を行った． 

(2) 測定項目  

ほぼ飽水状態の供試体を用いて，四電極法による

断面修復材の体積抵抗率測定方法（案）（JSCE-K 

562-2008）により供試体の電気抵抗率を測定した．

また，重量差法によって供試体の空隙率および真密

度を測定した．さらに，空隙水中の各種イオン濃度

として，Na+，K+，Ca2+，Cl-，SO4
2-，OH- に着目し，

このうち，Na+および K+の濃度は「建設省総合技術

開発プロジェクトのコンクリート中の水溶性アルカ

リ金属元素の分析法(案)」で，Cl- および SO4
2- の濃

度は JCI-SC4「可溶性塩分定量方法」に準拠し，抽出

した試料溶液をイオンクロマトグラフ法により測定

することで定量した．Ca2+および OH-の濃度は，測定

した Na+，K+，Cl-，SO4
2-の濃度を用い，溶解度積お

よび電気的中性条件より算出できると仮定 2)して求
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表-1 モルタルの示方配合 

単位量（kg/m3） 
供試体 No. W/B 

(%) W C F S 
OPC40 40 232 232 - 
OPC50 50 254 254 - 
OPC60 60 272 272 - 
BFS 50 50 252 252 252 
FA 40 40 227 227 113 
FA 50 50 249 249 100 
FA 60 60 267 267 89 
SF 50 50 252 252 50 
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めた．算出した各種イオン濃度は，空隙率と真密度

によりモルタル単位体積あたりの濃度に換算した．

さらに，塩化物イオンの見掛けの拡散係数（以下，

Cl-見掛けの拡散係数，Dap )は，JSCE-G 572-2007 に準

拠して測定した．  

４．実験結果および考察 

図-1 に，式(1)によって算出した DCl と Dap の関係

を示す．DClは Dapと比較して 3.3 倍～12.5 倍程度の

値となった．これは，Dapは固定化される塩分量も対

象として算出される値であるのに対して，DClは式(1)

の導出過程において固定塩分を考慮していないこと

が影響しているためと考えられる．また，Cl-の拡散

係数には濃度依存性があり，コンクリート中のイオ

ン濃度が上昇により Cl-の拡散係数は低下する 1)こと

が指摘されている．Dapは，Na+や Cl-の浸透による供

試体中イオン濃度の上昇後に評価されているのに対

し，DCl は浸せき前の供試体により評価されている．

このこともDClがDapよりも大きくなった原因と考え

られる．しかしながら，両者には強い相関性が確認

でき，電気抵抗率から算出される DClにより Dapが評

価できる可能性があると言える． 

さらに，DClと Dapとの差の原因を検討するために，

DClと Dapの関係を式(2)の拡散係数比で表し，空隙率

およびイオン強度との比較を行った． 

 

α＝Dap／DCl                           (2) 

 

ここで，α: 拡散係数比 である． 

図-2および図-3に拡散係数比と空隙率およびイオ

ン強度の関係をそれぞれ示す．図-2 より，拡散係数

比と空隙率の間には明確な相関性は認められない．

しかしながら，図-3 より，結合材種および水結合材

比に関わらず，イオン強度が大きくなるほど拡散係

数比も大きくなるという傾向があった．拡散係数比

は DClと Dapの比であり，空隙構造に関する影響度が

打ち消しあった値となっていると考えられる．この

ため，拡散係数比は，空隙構造の評価指標である空

隙率よりも電気化学的な影響度を示すイオン強度に

強く依存する結果になったと考えられる． 

５．結論 

電気抵抗率とCl-推計拡散係数DClの関係式を用い

ることで，電気抵抗率によるCl-見掛けの拡散係数Dap 
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の推計手法の適用可能性を定量的に示した．また，

拡散係数比はイオン強度と強い相関性を示した． 
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図-3 拡散係数比とイオン強度の関係 
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図-1 Cl-推計拡散係数と Cl-見掛けの拡散係数の比較 

図-2 拡散係数比と空隙率の関係 
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